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労組周辺動向 No. 238 

Labour Update 

2026 - 02 - 27 

労組周辺動向 No.238 2026年2月27日現在 

  

1. 法・政策 

  

(1) 最低賃金、遅れ是正議論へ 適用時期、厚労省審議会 

  

厚生労働省の中央最低賃金審議会は、改定額の適用時期の在り方を巡り、来週議論を始める方針を

固めた。関係者が2月18日、明らかにした。2025年度は大幅な増額となり、企業側への配慮から適

用を例年の10月より遅らせる自治体が相次いだため、2026年度は是正してもらいたい考え。来月

にも報告書をまとめる。法的拘束力はないものの、夏の地方審議に影響しそうだ。 

  

最低賃金の改定は、中央審議会が示す引き上げ額の目安を参考に、都道府県の地方審議会が夏ごろ

に実際の金額を決める。2025年度は、39道府県が国の目安（63～64円）に上乗せした。最低賃金

の全国平均は過去最高の時給1121円。前年度からの引き上げ額も66円と過去最大となった。 

  

  

(2) 「第221回国会における高市内閣総理大臣施政方針演説」 2026年2月20日 首相官邸 

  

https://www.kantei.go.jp/jp/105/statement/2026/0220kaiken.html 

  

(3) 「年収130万円の壁」4月以降 扶養の要件を緩和へ 厚労省 
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扶養を外れて社会保険料の負担が生じる、いわゆる「年収130万円の壁」への対応をめぐり、厚生

労働省は、ことし4月以降、扶養の要件を緩和する。給与収入のみの場合、残業代などを含めずに

年収を計算するよう改め、残業や休日出勤によって結果的に年収130万円を超えても扶養を認め、

働き控えの解消につなげたい考えである。 

いわゆる「年収130万円の壁」は、厚生年金が適用されていない企業で働く人などが、年収130万

円以上になると扶養を外れて、社会保険料の負担が生じるもの。 

  

  

2. 法違反・闘い 

  

(1) 外国籍採用取りやめ検討の三重県に意見書 県内外の190団体 

  

三重県が外国籍の県職員の採用取りやめを検討していることを巡り、各種団体で構成する「三重県

職員の国籍条項復活の撤回を求めるネットワーク」が2月16日、国籍要件復活を検討しないよう求

める共同意見書を県に提出した。県内外の人権団体や労働組合、商工会議所など計190団体が名を

連ねている。 

共同意見書は「国籍を理由に不当な取り扱いをしてもよいという誤ったメッセージを県民に発信し

ている」と県の姿勢を批判。「今回の検討は排外主義」と指弾している。 

提出後に記者会見した県在日外国人教育研究会の臼杵伸子会長は「これだけ賛同をいただいたのは

力になる。引き続き賛同を求めていきたい」と話した。 

また、県内外の大学教授ら研究者有志414人も同日、同様の意見書を県に提出した。 

  

(2) アルゼンチン最大労組、労働改革法案に抗議しゼネスト実施へ 

  

アルゼンチン最大の労働組合である労働総同盟（ＣＧＴ）は２月１６日、ミレイ大統領が提案した

労働改革に抗議するため、全国規模の２４時間ストライキを実施すると発表した。 

ＣＧＴによると、下院が労働改革法案の審議を開始し次第、ストに入る。審議は２月末までに実施

される予定。 

同法案は、ストライキ権の制限、退職金の上限設定、慢性疾患手当の厳格化、解雇に伴う損害賠償

請求権の制限、休暇の分割容認、現行の８時間労働から最大１２時間労働への延長などを盛り込ん

でいる。 

  

(3) 育児休業復帰後の配置転換は「無効」、男性社員が勤務先に勝訴 東京地裁 

  

育児休業から復帰後、外勤営業職から内勤職に配置転換（配転）されたのは不当だとして、男性社

員が勤務先のパナソニックリビング（東京）を訴えた訴訟の判決が2月18日、東京地裁（矢崎達也

裁判官）であった。判決は、配転命令を無効と認めたうえで、20万円の慰謝料と未払い分の手当約

15万円などの支払いを会社側に命じた。 

  

(4) 私立小教員自殺を労災と認定 判断一転、休憩時間ほぼ「ゼロ」と認定 

  

東京都町田市にある私立玉川学園小の男性教諭（当時39）が2018年に自殺したのは、休憩が取れ

ず時間外労働が月98時間に及ぶ長時間労働などが原因だったとして、労災が認められたことがわ

かった。国は授業日の休憩時間がほぼゼロだったと認定しており、子どもの見守りなどで休憩が取

れない教員の勤務実態を認めた。 
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認定は2025年10月28日付。遺族によると、男性は2001年に同学園幼稚部の教諭として採用され、

2017年から小学部に異動。1年生の担任を務めていた2018年7月、保護者会後に行方不明になり、

翌年、遺体で見つかった。 

八王子労働基準監督署町田支署は当初、死亡直前の時間外労働を月61時間と算出し、労災と認めな

かった。遺族が2024年5月、労災認定を求め国を提訴していた。 

裁判では、男性が始業時間前や休憩時間中にも実質的に労働をしていたかが争点となった。 

国は昨年10月になって、判決を待たずに自ら判断を修正し、労災と認定した。再調査では、始業か

ら終業まで拘束時間のほぼすべてを労働時間と認定。時間外労働は月98時間を超えた。遺族代理人

の篠原靖征弁護士は「休憩時間が実質的にゼロだと認定されるのは極めて珍しい」と話した。同支

署は「個別の事案についてはコメントできない」としている。 

  

(5) 再雇用者への待遇格差は不合理 「正職員の基本給と性質同じ」 自動車学校訴訟、差し戻し

審・名古屋高裁 

  

定年後再雇用の基本給を巡り、自動車学校元嘱託職員が正職員との待遇格差は不当だとして差額分

の支払いを求めた訴訟の差し戻し控訴審判決で、名古屋高裁（片田信宏裁判長）は２月２６日、

「正職員の基本給は職務給としての性質が大きな割合を占め、嘱託と同質だ」として格差は不合理

と判断した。一審名古屋地裁判決を変更し、会社に一部差額分の支払いを命じた。 

一審と差し戻し前二審は、基本給の差が６０％を下回る部分を不合理と認定したが、最高裁が「基

本給の性質や支給目的を踏まえ検討すべきだ」との判断枠組みを示して審理を差し戻し、基本給を

巡る同一労働同一賃金訴訟として高裁判断が注目された。ただ、高裁は５５～５７％を下回る部分

を不当だとした。差額分の支払いは一審より少額となり、原告側は上告する意向。 

  

(6) マイクロソフト日本法人 公取委が立ち入り検査 独禁法違反疑い 

  

IT大手の「マイクロソフト」が、自社のソフトウエアを競合する他社のクラウドサービスに持ち込

んで利用することを認めなかったり、料金を高額に設定したりしているのは独占禁止法に違反する

疑いがあるとして、公正取引委員会が25日、都内にある日本法人の本社に立ち入り検査に入ったこ

とが関係者への取材でわかった。 

マイクロソフトは自社が提供するソフトウエアを、マイクロソフトのクラウドサービス「Azure」

と競合するアマゾンやグーグルのクラウドサービスに持ち込んで利用することを認めなかったり、

料金を高額に設定したりしていた疑いがあるという。 

  

  

3. 情勢・統計 

  

(1) 男女の賃金格差、改善鈍る 女性管理職伸び悩み 

  

フルタイム労働者の2024年の月額賃金について、男性を100とした場合に女性は75.8で、5年前か

ら縮まった差が1.5ポイントにとどまったことが2月14日、共同通信の分析で分かった。女性の賃金

が男性に追い付く動きが近年弱まっている。管理職に占める女性の割合が伸び悩んでいることが背

景にある。都道府県ごとに調べると、東海や北関東で男女の賃金格差が顕著だった。 

1986年の男女雇用機会均等法施行から4月で40年。2024年の男性の月額賃金は36万3100円、女

性は27万5300円で依然9万円近い差がある。根強い性別役割分業意識を嫌って女性が大都市圏に流

出する問題もある。ジェンダー平等は喫緊の課題で、早急な対策が必要だ。 
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(2) 外国人の不法就労通報で報奨金、茨城県が創設へ 「差別助長」懸念も 

  

茨城県は、外国人の不法就労についての情報を募り、県警による摘発につながった場合に報奨金を

支払う「通報報奨金制度」を新年度から始める。出入国在留管理庁（入管庁）にも同様の通報制度

があるが、県によると、都道府県レベルではあまり例がないといい、識者からは「差別を助長する

おそれがある」との指摘も出ている。 

2月18日に公表した新年度当初予算案に関連事業の費用を盛り込んだ。 

背景には、茨城県は農業分野を中心に不法就労の外国人が多いことがある。入管庁によると、

2024年に不法就労と認定された外国人1万4千人あまりのうち、茨城県で働いていたのは3452人

で、都道府県別では3年連続で最多だった。 

県外国人適正雇用推進室によると、これまで職員が事業者を直接訪問して不法就労者を雇わないよ

う呼びかけるキャンペーンを展開してきたが、新年度からインターネットを利用した情報提供シス

テムを導入し、不法就労の情報提供を呼びかける報奨金制度を創設するほか、業界団体や市町村に

よる情報収集体制も強化するという。 

報奨金制度は、寄せられた情報をもとに担当者が調査し、不法就労が疑われる場合には県警に連絡

する流れ。報奨金は数万円程度を想定しているという。 

同様の制度は、入管庁にもある。通報をもとに退去強制令書が出た場合は、通報者に最大5万円の

「報償金」を交付できるというものだ。入管庁によれば、1951年の出入国管理令（現入管法）制

定当時からある制度で、2003年以降の報償金の交付は7件。2021～25年は0件だった。 

  

(3) パート時給引き上げ満額回答 イオンリテール8%、すかいらーく6% 

  

スーパー大手のイオンリテールは2月19日、パート時給を制度昇給分を含めて101.8円（8.38%）

の引き上げを労使で合意した。正社員の引き上げは月額1万9637円（5.89%）で、いずれも労働組

合の要求に対して満額回答だった。 

流通や外食、繊維などの労組でつくる産業別組織、UAゼンセンが同日発表した。 

外食大手すかいらーくグループの労使交渉も決着した。パート時給は制度昇給分を含めて71.3円

（6.39%）、正社員は月額2万173円（5.28%）引き上げる。いずれも満額回答だった。 

  

(4) 1月の消費者物価2.0%上昇、2カ月連続で伸び縮小 ガソリン減税で 

  

総務省が2月20日発表した1月の消費者物価指数（CPI、2020年=100）は変動の大きい生鮮食品を

除く総合が112.0となり、前年同月と比べて2.0%上昇した。伸び率は2カ月連続で縮み、2024年1

月以来の低い水準となった。25年末のガソリン税の旧暫定税率廃止でエネルギー価格が下がってい

る。 

生鮮食品を除いた食料の上昇率は6.2%だった。6カ月連続で伸びは縮んだ。24年夏ごろから価格

が上がっていたコメ類は27.9%となった。高い伸びが続くものの、上昇率は落ち着きつつある。 

生活実感に近い生鮮食品も含めた総合は1.5%の上昇だった。2022年3月以来、3年10カ月ぶりに

2%を下回った。前年に価格が高騰したキャベツが63.5%低下するなどして生鮮野菜の下落率が

14.0%に拡大し、全体を押し下げた。 

  

「2020年基準消費者物価指数 2026年(令和8年)１月分」 2026年2月20日 総務省 

  

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf 

  

(5) 米最高裁、トランプ関税は「違法」 一部失効へ 還付要求で混乱も 

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf
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トランプ米政権の関税政策の合法性が争われている訴訟で、米連邦最高裁は2月20日、昨年4月に

発動した「相互関税」などは違法との判断を示した。欧米メディアが報じた。世界経済を大きく揺

るがせてきた高関税措置の一部が失効する。政権の看板政策に司法が「NO」を突きつけた形。ロ

イター通信によると、米政府が徴収した1750億ドル（約27兆円）以上が対象になると推計され、

国内外企業約1000社が米政府に還付を求めており、混乱が広がる可能性がある。 

米憲法は、関税を課す権限を議会に与えている。ただ、トランプ政権は国際緊急経済権限法

（IEEPA）で大統領が、国家が「異常かつ特段の脅威」にさらされている場合に緊急事態を宣言

し、輸出入を「規制」できると規定していることから、「関税措置も輸出入規制に含まれる」と解

釈。緊急事態を宣言した上で議会を通さずに、すべての国・地域からの多くの輸入品への一律10％

と特定の国への「上乗せ分」で構成される相互関税と、合成麻薬フェンタニルや不法移民の流入対

策を理由に中国とカナダ、メキシコに課した制裁関税を発動した。 

だが、1審の米国際貿易裁判所は昨年5月、緊急時であっても大統領の権限は関税まで及ばないと判

断し、相互関税などの差し止め命令を出した。昨年8月の連邦高裁も1審判決を支持。最高裁は判決

で、IEEPAは「大統領に関税を課す権限を認めていない」と明記した。 

  

(6) 世界債務、過去最高５京円 防衛費やＡＩ投資で増加へ 

  

世界的な金融業界団体、国際金融協会（ＩＩＦ）は２月２５日、２０２５年末の世界の政府・民間

債務が前年末比約２９兆ドル増の３４８兆３０００億ドル（約５京４０００兆円）と、過去最高を

更新したと発表した。 

ＩＩＦは「世界の債務増はコロナ禍以降で最も速いペースだった」と指摘。今後についても、各国

の防衛費拡大のほか、人工知能（ＡＩ）関連のデータセンターやエネルギー安保、強靱（きょうじ

ん）なインフラへの投資が債務増加要因になると見通した。 

  

(7) 公営住宅入居の際に国籍把握 国交省、全ての自治体に要請 

  

国土交通省は2月15日までに、母国語で生活ルールの説明などをするため、公営住宅に新たに外国

人が入居する際に国籍や在留資格を把握するよう自治体に通知した。マナー違反を抑制し、災害時

の避難の呼びかけにも役立てる。一部自治体は既に把握しているが、政府の外国人政策の一環で全

自治体での実施を求めた。 

入居申請時に国籍や在留資格を記載した住民票の写しを提出させるなどして確認する。緊急連絡先

は、日本語で円滑にやりとりができる人が適切だと指摘。自力で確保できない外国人入居者向け

に、居住支援法人を紹介することも要請した。 

国籍把握などのためには条例や規約の変更が必要で、開始時期は自治体によって異なる。 

 


